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表KR-1 韓国における審判の種類 

 

特許・実用新案、デザイン及び商標に 

共通するもの 
共通でないもの 

当事者系 決定系 当事者系 決定系 

権利化前 － 

○ 拒絶決定不服 

審判618 

・特 132条の 3 

・実 33条 

・デ 67条の 3 

・商 70条の 2 

－ 

○ 補正却下決定

不服審判 

・デ 67条の 2 

・商 70条の 3 

権利化後 

○ 無効審判 

・特 133条 

・実 31条、 

・デ 68条 

・商 71条 

 

○権利範囲確認審判 

・特 135条 

・実 33条 

・デ 69条 

・商 75条  

○ 存続期間の延長登録無

効審判 

・特 134条 

○ 訂正審判 

・特 136条 

・実 33条 

○ 訂正無効審判 

・特 137条 

・実 33条 

○ 通常実施権許与の審判 

・特 138条 

・実 32条 

・デ 70条 

○ 存続期間の更新登録無

効審判 

・商 72条 

○ 商品分類の転換登録無

効審判 

・商 72条の 2 

○ 商標登録取消審判 

・商 73条 

○ 専用使用権又は通常 

使用権登録の取消審判 

・商 74条 

 

 

2.2 特許・実用新案、デザイン及び商標に共通する審判 

（１）拒絶決定不服審判（特許法第132条の3、実用新案法第33条、デザイン保護法第67条

の2、商標法第70条の3） 

（イ）概要 

拒絶決定不服審判は、審査官から拒絶決定を受けた出願人が、この決定に対し不服があ

                                            
618 デザイン保護法においては、取消決定不服審判を含む（デザイン保護法第 67条の 2）。 
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条約当事国に登録された商標と同一・類似の商標であって、出願日現在又は出願日前1

年以内にその商標に関する権利を有する者の代理人若しくは代表者であった者が、正当な

理由がないのにその商標の指定商品と同一・類似の商品を指定商品として商標登録を受け

た場合、その商標に関する権利を持った者が当該商標登録の取消を請求する審判である。 

パリ条約第6条の7（所有権者の許可を受けなかった代理人又は代表者名義の商標登録）

の規定を反映したもので、商標権を有する者の代理人又は代表者が、交易相手国において

これと同一の商標登録を受け、これを口実に独占販売権を要求する等の不合理を除去し、

公正な国際取引を確立するために、商標権独立の原則に対する例外を認めたものだ。 

 

（チ）使用権者の不正使用による商標登録取消審判（商標法第73条第1項第8号）及び使用

権登録取消審判（商標法第74条第1項） 

専用使用権者又は通商使用権者が指定商品又はこれと類似の商品に登録商標又はこれと

類似の商標を使うことによって、需要者をして商品の品質の誤認又は他人の業務に係る商

品との混同を生じせしめた場合には、何人も商標登録又は使用権登録の取消審判を請求す

ることができる。 

使用権が設定されると、商標権者と使用権者又は使用権者相互間で出所が異なることと

なり、需要者をして出所の混同や品質の誤認を生じせしめるおそれがある。商標法は、商

標権者の使用権者に対する監督義務、使用権者の正当な使用義務を明確にし、これに違反

した場合は、商標登録又は使用権設定登録を取り消すことができるようにした。これは、

専用使用権者や通商使用権者にも商標使用に対する正当使用を強制することによって、健

全な商取引秩序を確立しようとする趣旨だ。 

 

（リ）登録商標の分離移転に伴う混同防止のための取消審判（商標法第73条第1項第9号） 

商標権の分離移転により類似の登録商標がそれぞれ異なる商標権者に属することになっ

た場合において、そのうちの一人が自己の登録商標の指定商品と同一・類似の商品につい

て、不正競争の目的で自らの登録商標を使用することにより、需要者の誤認・混同を生じ

させた場合に請求する取消審判である。 

 

 

３．当事者系審判の運用 

3.1 対象とする審判 

 無効審判、権利範囲確認審判等の当事者系審判（前掲表KR-1参照）については、その運

用は特許・実用新案・デザイン及び商標に共通しており、以下、それらについて説明する。 

 

3.2 審理フロー 

当事者系審判の審理手続フローを説明する（図KR-1参照）。 

（１）審判請求 

                                            
652 審判便覧第 10版 709頁 
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 審判請求書（特許法第140条、実用新案法33条、デザイン保護法第72条の2、商標法第

77条）が提出されると、審判長は、請求書の副本を被請求人に送達し、答弁書を提出する

ための期間を定める（特許法第147条第1項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の

10第1項、商標法第77条）。通常、当事者対立構造を取る審判手続において、上記のよう

な手続は相手方の防御権を確保するための重要な手続であるため、かかる手続を欠けば審

決は違法になる653。 

特許・実用新案の場合は、被請求人は、答弁書提出期間内に訂正の請求をすることがで

きる（特許法第133条の2、実用新案法33条）。 

 

（２）答弁書654 

答弁書、訂正請求書が受理されると、その副本が請求人に送達される（特許法第147条

第2項、同第133条の2第3項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の10第2項、商標

法第77条）。 

答弁書の内容が、同一権利に関する他の事件（無効審判事件、侵害事件など）での同一

権利者の主張に反する場合、その主張事項を採択しない（禁反言）こともできる。 

 

（３）意見書 

 被請求人の訂正請求があった場合、合議体は、訂正要件を充足しないという明確な理由

がない限り（訂正要件を充足しない場合には訂正拒絶理由を通知する）、当該訂正請求書

の副本を無効審判請求人に送り、意見提出の機会を与える655。意見書の提出期間は、4週

間程度に指定されることもあるが、特に指定されない場合も多い656。 

 なお、上記の意見書提出機会に限られず、当事者は審理のどの段階においても、特許審

判院の要求なしに意見書を提出することができる。提出された意見書に対しては、相手方

も意見書を提出することができ、意見書を交互に出し合って攻防がなされる657。 

 但し、意見書が、例えば審理の終結が近い時期になってから提出され、かつ審決に影響

を及ぼすに値する主張及び立証が含まれていないと認められるときは、採用しないことも

できる658,659。 

 

（４）口頭審理 

審判は、口頭審理又は書面審理により行われる（特許法第154条第1項、実用新案法第33

条、デザイン保護法第72条の18第1項、商標法第77条）とされており、当事者から申請が

あったとき又は審判長が職権で必要と認めるときは、口頭審理が開催される660。 

                                            
653 審判便覧第 10版 630頁 
654 審判便覧第 10版 632頁 
655 審判便覧第 10版 638頁 
656 現地調査結果より。 
657 現地調査結果より。 
658 審判便覧第 10版 632頁 
659 現地調査結果より。 
660 口頭審理マニュアル第 2版 17～18頁 
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（５）審理終結予定時期通知 

（イ）意義661 

  審理終結通知（特許法第162条第3項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の26

第3項、商標法第77条）は通常、審決直前に行われるため、当事者にとって、審理終結時

期に対する予測がしにくく、証拠及び主張をいつまでに提出すべきかの判断を難しくして

いる。 

よって、当事者の審理終結時期に対する予測可能性を高めると同時に、審理の充実度を

高めるために、2000年5月から「審理終結予定時期通知」制度を施行している。 

 

（ロ）通知の法的効力の有無662 

審理終結予定時期通知制度は法定手続ではなく、あくまで審理終結時期に対する当事者

の予測可能性を高めるために通知するものに過ぎないので、審理終結予定時期通知をしな

かった場合や、審理終結日時が予定時期通知の日時と異なった場合でも、違法とはみなさ

れない。 

但し、審判長は、審理終結日時が予定時期通知内容と一致するように努めなければなら

ない。 

 

（ハ）通知の時期663 

審理終結の1～2月前に通知することが望ましく、最低でも2週間以上前とすることを原

則とする。 

 

（ニ）通知を省略できる場合664 

次のいずれかに該当する事件については、審理終結予定時期通知を省略することができ

る（特許庁訓令 審判事務取扱規定第32条第1項）。 

①迅速・優先審判事件又は審問書に予め審理終結予定時期を併記して通知した審判事件 

②口頭審理又は説明会の際、当事者に審理終結予定時期を口頭で通知した事件 

③審決却下又は請求却下する事件 

 なお、従来は「審判請求日から6月以内に審決が行われる決定系事件」に対しても審理

終結予定時期通知を省略できることとなっていたが、2010年3月の審判便覧改訂により、

通知を省略できる対象から除外された。 

 

（６）審理終結通知及び審理再開665 

事件が審決をする程度に熟したときは、審理の終結を当事者及び参加人に通知しなけれ

ばならない（特許法第162条第3項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の26第3項、

                                            
661 審判便覧第 10版 396頁 
662 審判便覧第 10版 396頁 
663 審判便覧第 10版 396頁 
664 審判便覧第 10版 396～397頁 
665 審判便覧第 10版 397～398頁 
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商標法第77条）。 

  審理終結通知は、審決日の少なくとも1日前にする（特許庁訓令 審判事務取扱規定第

77条の2）。判例は審理終結通知と審決を同日にしても違法ではないと判示しているが、

審理終結通知の趣旨を考慮して、審決日より前に通知するものとする。  

審決は、審理終結を通知した日から20日以内にしなければならない（特許法第162条第5

項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の26第5項、商標法第77条）。 

審判長は、必要と認めるときは、審理終結を通知した後であっても当事者若しくは参加

人の申請により又は職権で、審理を再開することができる（特許法第162条第4項、実用新

案法第33条、デザイン保護法第72条の26第4項、商標法第77条）。 
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請求人 被請求人

（権利者）
韓国特許審判院

請求書の副本送達

答弁書提出・訂正請求※の

機会付与

答弁書・訂正請求書※の副本 答弁書・訂正請求※１

審判請求

口頭審理期日指定通知書

口頭審理争点審尋書

口頭審理陳述要旨書口頭審理陳述要旨書

口頭審理

審理終結予定時期通知

審決

２週間以上

（望ましくは１～２月）

１週間以上１週間以上

１月（延長可）

図KR-1 当事者系審判の審理フロー

口頭審理期日の2～3週間前に発送

口頭審理とは別に、又は口頭

審理に代えて、説明会が行

われる場合もある。

口頭審理陳述要旨書の

相手方への送付

（意見書提出機会の付与）※２

訂正請求は、特許・

実用新案のみ。

※１

この機会に限られず、

当事者はいつでも意見

書を提出することがで

きる。

※２
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3.3 合議体 

（１）審判合議体 

 審判は3名又は5名の審判官による合議体で行われ、合議は合議体の過半数により決定さ

れる（特許法第146条第1項及び第2項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の9第1

項及び2項、商標法第77条）。合議は、非公開で行われる（特許法第146条第3項、実用新

案法第33条、デザイン保護法第72条の9第3項、商標法第77条）。 

通常は3名の合議体によって審理されるが、所定の場合には5名の合議体が構成され、こ

の場合、特許審判院長又は首席審判長が合議体の審判長となる666。  

 

（２）主審審判官667 

合議の能率を上げるためには、審判長が合議手続を総括するだけでは不十分である。そ

こで、審判院長は、合議すべき事案を事前に検討して審判長及び合議体審判官全員に説明

する審判官、すなわち主審審判官を指定する。なお、審判長が主審審判官を兼ねる場合も

ある。 

主審審判官は、審決文の作成など実質的な審判業務を遂行する。 

 

（３）合議の準備668 

主審審判官は、予め指定された方針に従って審理着手する事件を選定し、当該事件の記

録を十分に検討して、公正妥当と考えられる処理方針及びその方針に伴う処理手続等に対

し詳細な立案をする。 

立案が困難で長時間を要すると考えらるときは、能率的な進行のため、その立案を保留

したまま合議に入るが、このような合議を中間合議という。 

 

（４）合議669 

①合議体において、主審審判官は事案を説明し、各審判官の質問に答える。 

②各審判官の間の自由な質疑応答が終わり、全員が事案を理解してから、事件の処理手続

について主審に案があればこれを説明する。審判長は、合議体の意見を総合する。 

③意見が一致しない場合には、直ちに多数決によるのではなく、次の合議を予定して各自

再検討した後、再び意見交換をする。 二度三度の合議でも意見が一致しない場合は、多

数決によって決める。 多数決の結果と主審審判官の意見が異なった場合、主審は自らの

意見とは逆の審決文を基礎としなくてはならない。だが、審判長は、主審審判官の反対

がなければ、合議体中の他の審判官と論議の上、審判院長に報告して主審審判官を変更

することもできる。 

 

3.4 書面及び口頭審理以外の手続 

（１）説明会（技術説明会・デザイン説明会・商標説明会）670 

                                            
666 特許庁訓令 審判事務取扱規定第 28条 
667 審判便覧第 10版 402頁 
668 審判便覧第 10版 402頁 
669 審判便覧第 10版 403頁 
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書面及び口頭審理以外の手続として説明会があり、特許・実用新案に関しては技術説明

会、デザインに関してはデザイン説明会、商標に関しては商標説明会と呼ばれている。説

明会は、当事者と審判官の参加のもとで行われ、争点の迅速な把握を可能にし、早期に審

判を終結させる狙いがある。この点において説明会は口頭審理と類似するが、説明会と口

頭審理の間には以下のような違いがある。 

①審判官の参加範囲：口頭審理は3名（又は5名）の合議体審判官が全員参加しなければな

らないが、説明会は、主審審判官のみの参加とすることができる。 

②開催場所：口頭審理は特許審判廷で開催されるが、説明会は、審判廷・審判長室・面談

室・特許庁ソウル事務所等で開催することができる。 

③証人尋問と陳述の形式：口頭審理では証人尋問が実施されることがある。口頭審理にお

いて当事者や証人が陳述するときは、宣誓等の厳密な形式の下に行われる。一方、説明

会では、証人尋問を行う場合はまれである。当事者が陳述するときも、形式的手続なし

に審判長の指揮下で自由に行うことができる。 

④結果報告：口頭審理開催後には、定められた形式の口頭審理調書が作成されるが、説明

会では、比較的自由な形式の説明会結果報告書が作成される。 

 

3.5 期間管理 

（１）集中審理 

集中審理とは、当事者から主張や証拠をまとめて適時に提出させ、集中して審理するこ

とによって、事件を早く終結するための制度である671。 

実質的には、以下に述べる優先審判及び迅速審判の処理手続によって、集中審理が進め

られている672。優先審判は審判請求日から6月以内、迅速審判は審判請求日から4月以内を

基準に処理される673。この「迅速・優先・一般」の3ルートを、特許審判院は「顧客オー

ダーメイド型3トラック審判サービス」と呼んでいる674。 

 迅速審判の実際の件数は、2010年において10件であった675。 

 

（２）優先審判 

（イ）優先審判の対象となる事件（特許庁訓令 審判事務取扱規定第31条第1項） 

次の審判請求については、他の事件に優先して審判をすることができる。 

①補正却下決定に対する審判事件 

②審決取消訴訟で取り消された事件 

③審査官が職権で無効審判を請求した場合 

④法676に基づき法院が特許審判院長に通報した侵害訴訟事件に関する審判で、審理終結さ

                                                                                                                                        
670 審判便覧第 10版 335頁 
671 審判便覧第 10版 200頁 
672 現地調査結果より。 
673 Annual Report 2010 24頁 
674 韓国特許審判院ホームページ、http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro01.html 
675 現地調査結果より。 
676 特許法第 164条第 3項、実用新案法第 33条、デザイン保護法第 72条の 28第 3項、商標法第 77条。 

http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro01.html


 

 

298 

 

れていない事件 

⑤知的財産権紛争として法院に係属しているか、警察若しくは検察に立件された事件に関

連する事件として、当事者又は関係機関から優先審判要請がある場合 

⑥知的財産権紛争で社会的な物議を起こしている事件として、当事者や関係機関から優先

審判要請がある場合 

⑦国際間で知的財産権の紛争が生じた事件として、当事者が所属する国の機関から優先審

判要請がある場合 

⑧国民経済上緊急な処理が必要な事件及び、軍需品など戦争遂行に必要な審判事件として、

当事者又は関連機関から優先審判要請がある場合 

⑨権利範囲確認審判事件 

この場合、審判官は、同事件と共に係属中の無効審判・訂正審判事件に対し、必要と認

める場合は、これらの事件を権利範囲確認審判事件と一緒に優先審判することができる。 

⑩優先審査を行った出願に対する拒絶決定不服審判 

 

（ロ）優先審判の可否判断（特許庁訓令 審判事務取扱規定第31条第2項） 

当事者が上記⑤～⑧の理由により優先審判を申請しようとする場合には、優先審判申請

書にその事実を証明する書類を添付して、特許審判院長に提出する。 

上記の優先審判の申請があった場合、又は上記⑨に該当する対象事件について、審判長

は、主審審判官と協議して、審判政策課から優先審判申請書を引き継いだ日又は権利範囲

確認審判事件の移管を受けた日から15日以内に、優先審判対象事件に該当するかどうかを

決定し、すぐに当事者に通知しなければならない。ただし、上記⑨に規定された事件のう

ち、特許法・実用新案法で定める方式に違反しているとして補正を命じた事件については、

補正による治癒がなされてから、優先審判の可否を通知することができる。 

 

（３）迅速審判 

（イ）迅速審判の対象となる事件（特許庁訓令 審判事務取扱規定第31条の2第1項） 

 次の審判請求に対しては、上記優先審判よりもさらに優先して審判をすることができる。 

①法677に基づき法院が特許審判院長に通報した侵害訴訟事件に関連する審判事件のうち、

権利範囲確認審判事件（審判請求前に通報された事件に限る） 

この場合、審判官は、同事件と共に係属中の無効審判・訂正審判事件に対し必要と認め

る場合、これらの事件を権利範囲確認審判事件と共に迅速審判することができる。 

②当事者の一方が相手方の同意を得て、迅速審判申請書を答弁書提出期間内に提出した事

件 

③特許法施行令第9条第2号に規定されたグリーン技術678に直接関連する特許出願のうち、

超高速審査を経た決定に対する拒絶決定不服審判事件 

④特許法院が無効審判の審決取消訴訟に対する弁論を終結する前に、権利者が当該訴訟対

                                            
677 特許法第 164条第 3項、実用新案法第 33条、デザイン保護法第 72条の 28第 3項、商標法第 77条。 
678 温室ガス減縮技術、エネルギー利用効率化技術、清浄生産技術、清浄エネルギー技術、資源循環及び

親環境技術（関連融合技術を含む）等、社会・経済活動の全過程にわたり、エネルギーと資源を節約し

て効率的に使用し、温室ガス及び汚染物質の排出を最小化する技術を言う。 
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象の登録権利に対して請求した最初の訂正審判として、迅速審判申請があった事件 

 なお、上記④の要件に関する規定は、2010年3月に新設されたものである。 

 

（ロ）迅速審判の可否判断（特許庁訓令 審判事務取扱規定第31条の2第2項） 

 上記②又は④により迅速審判の申請があった場合又は上記①に該当する事件について、

審判長は、主審審判官と協議して、審判政策課から迅速審判申請書を移管された日から15

日以内に、迅速審判対象事件に該当するかどうかを決定し、すぐに当事者に通知しなけれ

ばならない。 ただし、上記①に規定された事件のうち、特許法・実用新案法・商標法・デ

ザイン保護法で定める方式に違反しているとして補正を命じた事件については、補正によ

る治癒がなされてから、迅速審判の可否を通知することができる。 

 

（ハ）迅速審判における口頭審理（特許庁訓令 審判事務取扱規定第31条の2第3項） 

上記①又は②に該当する事件に対しては、答弁書提出期間満了日から1月以内に口頭審

理を開催し、口頭審理開催日（口頭審理を続行する場合には最後の口頭審理開催日）から

2月以内に審決しなければならない。但し、上記①又は②に該当する事件であっても、答

弁書提出期間満了日から1月以内に審決する件については、口頭審理を開催しないことも

できる。 

 

（４）評価 

 審理の短縮化に関して、現地代理人は次のような感想を述べている679。「外国の権利者

の立場になると、書類の翻訳の手間もあり、審理のスピードが速くなることは却って不利

になる場合がある。」 

 

3.6 審理指揮 

審判長は、口頭審理の進行時に、次の点に留意しなければならないとされている680。 

①両当事者が発言するときには、常に審判長の許諾を得るようにする。 

②両当事者には、審判長の指揮により簡潔で明瞭に陳述させ、審判の争点と直接的関連が

ない事項を述べる場合にはこれを直ちに制止する。 

③当事者が審判進行に支障を与えると判断したときは、発言を中止させ、又は退場を命じ

る。 

④当事者間で直接質問や返事をさせず、質問があるときは、常に審判長を通じて行うよう

にさせる。 

審判長によっては、口頭審理における両当事者の陳述時間を制限（例えば15分ずつ）す

ることもある681。 

 

3.7 職権 

                                            
679 現地調査結果より 
680 審判便覧第 10版 345頁 
681 現地調査結果より。 
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審判においては、当事者又は参加人が申し立てない理由についてもこれを審理すること

ができる。この場合、当事者及び参加人に対し、期間を定めてその理由に対し意見を陳述

できる機会を与えなければならない（特許法第159条第1項、実用新案法第33条、デザイン

保護法第23条第1項、商標法第77条）。 

なお、請求人が申し立てない請求の趣旨については、審理することができない（特許法

第159条第2項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の23第2項、商標法第77条）。 

 

3.8 口頭審理の事前準備手続 

（１）口頭審理期日の指定682 

 口頭審理を開催する場合、審判長は、審判院内の予約システムを使用して審判廷の使用

可能可否を確認し、口頭審理期日、開廷時間及び場所を指定して、口頭審理期日指定通知

書により当事者に通知する。 

口頭審理期日指定通知書は、特別な場合を除いて、期日の2～3週間前には発送し、当事

者が争点と証拠等を整理する期間を与えることが望ましいとされている。 

同通知書には、当事者が口頭弁論する内容を整理した口頭審理陳述要旨書を指定した日

までに提出すべき旨が、併せて記載される。口頭審理陳述要旨書を提出すべき期限として

は、口頭審理期日の10日ないし1週間前の日付が指定される。 

提出された口頭審理陳述要旨書は、口頭審理の前に、相手方当事者に送られる683。 

 

（２）期日の変更684 

（イ）期日の変更 

審判長は、職権又は当事者の申請により、口頭審理期日、開廷時間及び場所等を変更す

ることができる。この場合、口頭審理期日変更通知書により当事者に通知する。 

当事者による申請は、期日変更が必要な事由を疎明する資料を添付した期日変更申請書

を提出することにより行う。  

 

（ロ）期日変更申請を認める場合 

期日変更申込書に相手方の同意が表示されているときは、期日変更申請を認めることが

できる。なお、次のような場合には、相手方の同意がなくても認めることができる。 

①代理人がない当事者の場合 

②代理人又は証人が疾病として、医師の診断書が添付され、出席できない理由が明白な場

合 

③口頭審理期日が、これより先に指定された法院の期日と競合する場合 

④証人が公務その他やむをえない事情で出席できず、その理由が明白な場合 

⑤その他、上記に準ずる理由で、第三者の証明書が添付され、審判長が正当な理由と認め

た場合 

                                            
682 審判便覧第 10版 339頁、口頭審理マニュアル第 2版 17～18頁 
683 現地調査結果より。 
684 口頭審理マニュアル第 2版 23～24頁 
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（ハ）期日変更申請を認めない場合 

次の場合には、期日変更申請を認めない。 

①当事者1人に2人以上の代理人があり、その中の1人にのみ期日変更申請の理由がある場

合 

②指定期日直前に期日変更申請があり、証人等の出席者に連絡ができない場合 

 上記②の場合は、相手方の同意の有無を問わず、期日変更申請は認められない。 

 

（３）口頭審理争点審尋書（特許庁訓令 審判事務取扱規程第40条第2項） 

口頭審理で争点となる審尋事項があると予想される場合、審判部は「口頭審理争点審尋

書」を当事者に通知することができる。これは、2011年4月からの運用である。 

口頭審理争点審尋書の通知は今のところ義務ではないが、今後、全ての口頭審理に対し

て通知するよう義務化することが検討されている685。 

 口頭審理争点審尋書の記載例686を図KR-2に示す。 

                                            
685 2010年度 知識財産白書 116頁 
686 審判便覧第 10版 341頁 
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（４）審判部の事前準備 

口頭審理期日と場所が決まり、当事者の口頭審理陳述要旨書が提出されると、主審は審

判長に以下のような事項を報告する687。 

①本件特許発明（考案、デザイン、商標）の内容 

②確認対象発明（考案、デザイン、商標）、証拠として提出された発明（考案、デザイン、

商標）の内容 

③両発明（考案、デザイン、商標）の差異点 

④事件の主要争点 

⑤口頭審理時に確認する事項及び審問事項 

                                            
687 審判便覧第 10版 344～345頁、口頭審理マニュアル第 2版 22頁 

図KR-2 口頭審理争点審尋書の記載例 
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⑥主審が直接審問する事項 

 

（５）証人尋問が必要な場合 

（イ）証人申請 

証人尋問を申請する場合、当事者は、証人の氏名等を記載した証人申請書（特許法施行

規則別紙第33号書式の審判事件申請書）に証人尋問事項を添付して、特許審判院長又は審

判長に提出する。 

 

（ロ）期日指定及び証人出席要求書の通知 

証人尋問を行う場合、審判長は、期日を指定し、証人出席要求書を作成して証人に送付

する。証人出席要求書には、日時、場所及び尋問事項要旨が記載される。証人尋問は一般

に口頭審理と共に行われるため、証人尋問期日は口頭審理期日と同日となる。  

審判長は、口頭審理期日指定通知書に証人の氏名と尋問事項要旨を記載し、両当事者に

送付する。 

審判長は、相手方に対し、証人尋問事項が添付された証人申請書の副本を証人尋問期日

前に送付する。 相手方当事者が反対尋問の準備を十分にできるように、証人尋問を行うこ

とを決定した直後に送付することが望ましい。 

 

（ハ）反対尋問事項の提出 

上記の証人尋問事項を受け取った相手方当事者は、反対尋問事項を審判合議体及び他方

の当事者に提出する。 

 

（ニ）証人陳述書 

（ａ）証人陳述書による方式688 

従来の交互尋問方式（当事者が代わる代わる行う尋問方式）に伴う証人尋問の形式的・

非効率的な運営を改善するために、証人陳述書による方式が用意された。審判長は、必要

と認めるときは、証人陳述書を提出させることができる。審判廷では争点事項に限定して

主尋問をし、残りの立証事項に関しては上の証人陳述書が事実どおり作成されたという趣

旨の証言をさせることで時間を節約する。 

証人陳述書の活用範囲に制限はないが、証人を申請した当事者の支配領域内にあると考

えられる証人（家族、知人、会社の職員等）については証人陳述書による方式で対応する

のがよい。これに対し、証人が敵対的な立場である場合や文を書くことができない者であ

る場合、また、証言内容をあらかじめ明らかにすることが事件の公正な解決のために相当

でないと認められる場合には、証人陳述書による方式は適さない。 

 

（ｂ）証人陳述書の作成要領689 

証人陳述書には、証言する事件の表示（事件番号及び事件名）、証人の氏名等及び当事

                                            
688 口頭審理マニュアル第 2版 32頁 
689 口頭審理マニュアル第 2版 33頁 
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者との関係を示した上で、証言する内容を事件の時間進行に沿って簡潔に記載する。 

証言する内容については、証人自身が直接経験した事であるか否かを記載しなければな

らない。自身が直接経験しなかった事実については、その事実を知ることになった経緯（例

えば、「いつどこで誰から聞いた」）を明確にする。 

証人陳述書には、個人的な意見や法律的見解を書いてはならない。 

証人陳述書の末尾には、記載した内容が真実である旨の誓約文及び証人陳述書の作成日

を記し、署名捺印する。 

 

3.9 口頭審理 

（１）口頭審理の流れ 

（イ）概要 

 一般的な口頭審理の流れは、以下のようになる690。 

①開廷 ②出席者の確認 ③開始宣言 ④証拠の認否 ⑤請求人の陳述／被請求人の陳述 

⑥追加陳述 ⑦審判長の審問 ⑧追加質問 ⑨書類提出期日の指定及び書面審理の告知 

⑩閉廷 

 

（ロ）口頭審理に出席する者 

 審判廷における口頭審理出席者の配置例を図KR-3に示す691。 

（ａ）特許審判院の職員 

 審判長を含む審判合議体のほか、審判長の補佐を行うと共に調書の作成を行う職員（審

判事務官692）及び速記等を行う記録員が出席する。 

 

（ｂ）当事者等 

 請求人、被請求人、代理人及び参加人（特許法第155条、実用新案法第33条、デザイン

保護法第72条の19、商標法第155条）が出席する。 

 証人がいる場合は、証人尋問時に証人が入廷する。 

 

                                            
690 口頭審理マニュアル第 2版 37頁 
691 口頭審理マニュアル第 2版 10頁 
692 審判便覧第 10版 342頁 
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（ハ）証人尋問がない場合の口頭審理の進行 

（ａ）開廷、出席者の確認、開始宣言693 

審判合議体が審判廷に入廷すると、審判事務官は出席者及び傍聴者を全員起立させ、審

判合議体が陪席後、出席者及び傍聴者を着席させる。 

続いて、審判長が出席者を確認する。 

 審判長は口頭審理の開始を宣言し、口頭審理における注意事項を当事者に伝える。開廷

前に審判事務官が「口頭審理における注意事項」を書面で配布することにより、審判長に

よる注意事項朗読を省略することができる。 また、審判長は、口頭審理で重点的に取り扱

うべき事項、省略しても良い事項等について述べることができる。 

 

（ｂ）証拠の認否694 

 必要な場合、審判長は当事者に証拠の認否を求める。 

 

                                            
693 口頭審理マニュアル第 2版 38～39頁 
694 口頭審理マニュアル第 2版 40頁 

図KR-3 審判廷における口頭審理出席者の配置例 
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（ｃ）請求人の陳述695 

審判長は、請求人（又はその代理人）に請求の趣旨及び理由の要旨を陳述させる。 

請求人は、請求の理由が審判請求書及び口頭審理陳述要旨書に記載したものと同じであ

れば、その旨を述べる。また、請求の趣旨及び理由において強調したいこと、整理して陳

述したいことを主張することができる。審判請求書、意見書等に記載された事項は、陳述

しなくても、審決の基礎となる。 

請求人は、争点について釈明することが好ましく、本件発明技術（デザイン、商標）、

背景技術、商品取引実態等の説明をすることができる。 

 

（ｄ）被請求人の陳述696 

審判長は、被請求人（又はその代理人）に答弁の趣旨及び理由の要旨を陳述させる。答

弁理由が答弁書及び口頭審理陳述要旨書に記載したものと同じであれば、その旨を述べれ

ばよい。その他は、上記の請求人の陳述と同様である。 

 

（ｅ）追加陳述697 

被請求人の陳述に対して請求人側に意見を陳述させる。その意見に対して被請求人に答

弁があれば、それを述べさせる。 

 

（ｆ）審判長の審問698 

審判長は、職権で当事者に審問することができ、審判官は、審判長の許可を得て直接当

事者に審問することができる。 

審判長は、書面にない新たな陳述内容等を調書に記載するよう、審判事務官に指示する。 

審判長による審問の例は以下のとおりである。 

 

（例１）積極的権利範囲確認審判事件において、確認対象発明の実施の有無が不明な場

合 

「請求人は被請求人が確認対象発明を実施すると主張しているが、これに対していかな

る証拠資料も提出されていません。請求人はこれに対して主張する事項があります

か？」 

「被請求人は、このような請求人の確認対象発明実施の主張に対して反論があります

か？」 

「審判事務官は調書に『被請求人が確認対象発明を実施しているという事実に対し両当

事者間に争いがない』と記載して下さい。」 

 

 （例２）当事者が主張に対する証拠を提出しないとき 

「請求人は審判請求書で本件第1項発明が新規性を有しないと主張をしながら、まだ証

                                            
695 口頭審理マニュアル第 2版 40頁 
696 口頭審理マニュアル第 2版 41頁 
697 口頭審理マニュアル第 2版 41頁 
698 口頭審理マニュアル第 2版 41～42頁 
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拠資料を提出していません。これに対する主張は撤回するのですか？」 

「審判事務官は調書に『請求人はこの事件第1項発明が新規性を有しないと主張したこ

とを撤回する』と記載して下さい。請求人、宜しいですか？」 

 

（ｇ）相手方の陳述、追加質問699 

 審判長は、相手方が反論等のある場合は述べさせる。 

 その後、両当事者に対し、補充すべきことがあるかどうかを尋ねる。 

 

（ｈ）書類提出期日の指定及び書面審理の告知、閉廷700 

以後の審理は書面審理により行う旨を述べ、審理終結時期及び書類提出期日を告知する。 

審判長は、口頭審理で認定され又は主張された事実を整理し、両当事者に確認する。十分

な争点整理がなされ追加の審理は不要と判断する場合は、両当事者の同意を得て、補充書

類の提出要請を省略することができる。 

（例）「本件審判に関連して新たな主張がある場合や、補足文書がある場合は、○月○日

までに提出してください。提出された書類を確認した後、特別な事情がない限り、今月

末（又は来月中旬）頃に審決が行われると予想されます。」 

最後に、審判長は口頭審理の終了を告げ、議事棒を３打して（省略可）、閉廷する。審

判事務官は、審判合議体が退廷するまで出席者及び傍聴者を起立させる。 

 

（ニ）証人尋問がある場合の口頭審理の進行 

証人尋問は、口頭審理中のどの時点でも行うことができるが、一般的には、通常の口頭

審理のプロセスが終わってから、すなわち請求人・被請求人の陳述や審判長尋問が終わっ

てから行われる。なお、当事者の陳述前に証人尋問をすることもできる。 

（ａ）証人の確認、証人の宣誓及び署名 

審判長は、証人の名前・年齢・住所・職業を確認し、続いて、証人に宣誓・署名をさせ

る。 

証人が数名いる場合、隔離尋問が原則であるが、必要により証人を審判廷内に留まらせ

ることができる。 

 

（ｂ）証人に対する注意事項告知 

審判長は、証人に注意事項を伝える。（自分が経験したことのみを証言し、自分の意見

は話さないこと、など。） 

 

（ｃ）主尋問701 

審判長は、まず証人申請をした当事者から主尋問をさせ、次に他方の当事者に反対尋問

をさせる（韓国民事訴訟法第327条第1項）。審判長はいつでも尋問することができる（同

                                            
699 口頭審理マニュアル第 2版 42頁 
700 口頭審理マニュアル第 2版 42～43頁 
701 口頭審理マニュアル第 2版 52頁 
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第2項）。当事者は誘導尋問を慎むよう求められ、証人が一問一答の形式で証言できるよ

うにする。 

 

（ｄ）反対尋問702 

反対尋問事項については、法規上の提出義務はないが、証人尋問調書の正確な作成のた

めに提出を求めることが一般的である。当事者に対する配慮で、相手方当事者にも交付す

るようにする。 

反対尋問において、主尋問にない新たな事項に関して尋問するときには、審判長の許可

を得なければならない。 

 

（ｅ）追加尋問703 

審判長は、証人申請人に追加で尋問する事項があるかどうか確認する。 

全ての証人に対する尋問が終わると、同席審判官の意向を確認し、証人尋問を終了する。 

証人尋問の終了後、口頭審理を再開する。 

 

（２）速記と録音 

（イ）速記録の作成と提出704 

 口頭審理が開催されると、録音と同時に速記担当者が速記録を作成するのが一般的であ

る。 

口頭審理期日終了後、速記担当者は速記録を完成して記名・捺印し、審判事務官に提出

する。録音テープがある場合には、これを共に提出する。審判事務官は、速記録の内容を

検討し、表現の誤りがあれば速記担当者にこれを正させ、口頭審理期日終了後10日以内に、

速記録を審判長に提出する。 

 

（ロ）録音テープ・速記録の保管と廃棄705 

審判事務官は、記録員（速記担当者）より提出された録音テープ及び速記録を、審判記

録と共に保管しなければならない。録音テープについては、速記録又は録音文書を作成し

た場合を除き、その録音内容の概要を作成して保管しなければならない。 

口頭審理調書が作成された場合においては、審判が確定し又は両側当事者の同意があれ

ば、録音テープと速記録を廃棄することができる。この場合、当事者が録音テープと速記

録を廃棄する旨の通知を受けた日から2週間以内に異議を提起しなければ、民事訴訟法第

159条第4項後段の規定によって、廃棄に同意したとみなされる。録音テープ又は速記録を

廃棄したときは、審判事務官は、その趣旨及び理由を審判記録に記載しなければならない。 

 

（ハ）速記録等の閲覧及び複写706 

                                            
702 口頭審理マニュアル第 2版 53頁 
703 口頭審理マニュアル第 2版 53頁 
704 審判便覧第 10版 381頁 
705 審判便覧第 10版 381頁 
706 審判便覧第 10版 382頁 
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当事者、代理人、参加人又は利害関係人は、録音テープ及び速記録の閲覧又は複写を申

請することができる。 

 

（３）調書 

（イ）調書の意義707 

口頭審理調書は、口頭審理の経過を明確に記録・保存するために作成される。これによ

り、審判手続の進行が明らかになり、手続の安定・明確が期されると同時に、上級審が審

決の当否を判断するために貢献する。審判事務官は、口頭審理を開催した場合には口頭審

理調書を作成し、証人を尋問した場合には証人尋問調書を作成して、審判記録と共に保管

しなければならない。 

 

（ロ）調書の形式的記載事項708 

調書には、次の事項を必ず記載しなければならない（特許法第154条第7項、実用新案法

第33条、民事訴訟法第153条、デザイン保護法第72条の18第6項、商標法第77条）。 

①事件の表示 

②審判官・審判事務官の氏名 

③出席した当事者・代理人と出席しなかった当事者の氏名 

④口頭審理の日と場所 

⑤口頭審理の公開の有無と公開しない場合にはその理由 

調書には、審判長及び調書を作成した審判事務官が記名捺印する。但し、審判長が記名

捺印できない理由がある場合は、合議体審判官がその理由を記載して記名捺印する。審判

官全員が記名捺印できない理由がある場合には、審判事務官がその理由を記載する。 

 

（ハ）調書の実質的記載事項709 

調書の実質的記載事項は、口頭審理の内容を構成する当事者や審判院の行為及び証拠調

査の結果等を記載する。口頭審理の内容全部を記載する必要はなく、その要旨を記載すれ

ばよい。 

実質的記載事項は、形式的記載事項とは異なり、記載がなかったとしても調書自体が無

効とはならない。 

しかし、民事訴訟法第154条（特許法第154条第7項等で準用）は、次の事項に関しては

明確に記載することを要求している。  

①和解、請求の放棄・認諾、訴えの取下げ及び自白 

②証人・鑑定人の宣誓及び陳述 

③検証の結果 

④審判長が記載を命じた事項及び当事者の請求により記載が許可された事項 

⑤書面で作成されない審判 

                                            
707 審判便覧第 10版 376頁 
708 審判便覧第 10版 376頁 
709 審判便覧第 10版 377頁 
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（ニ）特に記載すべき内容710 

 次のような場合には、必ずその内容を調書に記載する。 

①当事者が主張書面に記載されていない事実を主張して、それが争点や実体判断に影響を

及ぼす場合や、当事者がこれを大変重要だと考える場合 

②審判部に釈明を求められて当事者が答えた内容が、主張書面に記載されたものとニュア

ンスが異なっていたり、主張書面に記載されているが平面的に主張書面を読んでも容易

に把握することが難しかったり、主張書面に明確に現れていない場合 

③当初書面攻防では争いがあったが争点整理過程で口頭審理を通じて相互了解し、争いの

ない事実で整理された場合や、一方当事者の主張に対し相手方が受け入れることになっ

た場合 

④当事者が調書に残すことを希望した場合 

 

（４）審判長の補佐 

（イ）審判事務官の指定711 

特許審判院長は、審判事務を円滑に推進するために、特許審判院に勤める5級以下の公

務員である審判補助人員（以下「審判事務官」という）、口頭審理の支援や調書作成等を

させることができる（審判事務取扱規定第28条の2）。 

 

（ロ）審判廷における審判事務官の職務 

口頭審理又は証拠調べを行うために審判廷を開廷するときは、審判事務官は、審判長の

指示に応じて次の職務を行う712。 

①審判長の指示に応じて開廷準備をする。 

②当事者等が入廷を開始すると、それぞれ定位置に着座させ、審判長に出席状況を報告す

る。 

③審判官（合議体）が入廷すると、全員起立させる。 

④証人尋問において証人が宣誓書を朗読する際には、起立させる。 

⑤証人が2名以上のときは、証人全員に宣誓書に署名をさせた後、審判長の指示により証

人控室に案内して待機させ、審判長の指示により順番に証人を審判廷に呼び入れる。 

⑥証拠物件やその他の物件を当事者・証人と審判官の間で往復させる場合には、審判長の

指示に従い、迅速に伝達する。 

⑦審判廷の秩序を乱す言動をする者があるときは、軽い注意を与え、特に審判長から指示

を受けたときは、その指示に従って言動を取締り、退廷などの措置を行う。 

⑧閉廷時、審判長が口頭審理又は証拠調べを終了しようとするときは、全員起立させる。 

⑨全員退廷後、遺失物の有無のチェック、備品の整頓などを行う。 

 

                                            
710 審判便覧第 10版 380頁 
711 審判便覧第 10版 342頁 
712 審判便覧第 10版 375頁 
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3.10 審決 

（１）審決の時期 

審決は、審理終結通知から20日以内になされる（特許法第162条第5項、韓国実用新案法

第33条、デザイン保護法第72条の26第5項、商標法第77条）。 

 

（２）審決の種類713 

 審決の種類は、①請求棄却、②請求認容、③一部認容・一部棄却 である。但し、権利

範囲確認審判については、③の審決はない。 

 

（３）審決文の記載 

（イ）記載事項714 

審決文の必須記載事項に関しては、特許法第162条第2項、実用新案法第33条、デザイン

保護法第72条の26第2項、商標法第77条及びコンピュータを利用した審決文等作成要領（審

判院例規第55号）に規定されており、その項目は以下のとおりである。 

①審判番号 

②当事者、参加人（法人の場合にはその名称及び営業所の所在地）並びに代理人の氏名及

び住所（代理人が特許法人の場合にはその名称、事務所の所在地及び指定弁理士の氏名） 

③審決の主文 

④請求の趣旨 

⑤審決の理由 

⑥審判院及び審判部の表示 

⑦審決の日付 

⑧審判官の記名捺印 

実務で作成されている審決文においては、上記以外に幾つかの事項が追加され、一定の

順序により記載されている。 

 

（ロ）無効審判における審決の理由の記載                                                                                                                   

（ａ）当事者の主張の記載715 

審決の結論と同じ趣旨の当事者の主張については、その内容を詳しく記載する必要はな

い。 

①請求棄却の場合：請求人が主張する無効理由を記載する。原則として、被請求人の主張

は詳しく記載しなくてよい。 

②請求認容の場合：被請求人の主張を記載する。原則として、請求人の主張は詳しく記載

しなくてよい。 

③一部認容・一部棄却の場合：結論と反対になる方の当事者の主張を記載すれば足りる。 

当事者の主張は、争点に関係することのみを簡略に記載することが原則であるが、審決

                                            
713 審判便覧第 10版 420頁 
714 審判便覧第 10版 410頁 
715 審決文標準化マニュアル 96～97頁 
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文の全体論理上適切と判断される場合には、比較的細かく両当事者の主張を記載すること

もできる。 

 

（ｂ）判断部分の記載716 

争点別に項目を分けて判断を記載する。 結論に影響がないからといって、結論に反す

る当事者の主張に対する判断を省略してはならない。 

まず提出された証拠に基づいた事実を認定・判断し、結論を明確に前に出して、これに

反する主張を排除していく方式で記述すれば分かり易い。 

発明が全部無効となる場合には、請求人が主張する無効理由中で最も適切なものに対す

る判断を記載すれば足りるが、請求棄却の場合には、原則として全ての無効理由に対する

判断を記載しなければならない。 

 

（ハ）その他 

 審決文標準化マニュアルには、審決文に使用する用語を統一するためのリスト717や、失

敗防止チェックリスト718が掲載され、審決文の品質維持が図られている。 

 

3.11 訂正の予備的請求 

特許無効審判又は実用新案登録無効審判における訂正請求（特許法第133条の2、実用新

案法第33条）に関して、特許権者又は実用新案権者が、訂正が認められない場合に備えた

予備的な訂正案を提出すること719は、認められていない720。 

なお、デザイン保護法及び商標法においては、訂正制度はない。 

 

3.12 裁判所との調整 

（１）韓国の裁判所組織 

 韓国における裁判所の種類は、次の6つである（法院組織法第3条）。 

①大法院 

②高等法院 

③特許法院 

④地方法院 

⑤家庭法院 

⑥行政法院 

 このうち、審決取消訴訟を扱うのは特許法院であり（特許法第186条第1項、実用新案法

第33条、デザイン保護法第75条第1項、商標法第86条第1項、法院組織法第28条の4）、上

                                            
716 審決文標準化マニュアル 98頁 
717 審決文標準化マニュアル 20～22頁 
718 審決文標準化マニュアル 28～30頁 
719 欧州特許庁等における運用ではこのような予備的な補正案の提出が認められており、予備的請求

（Auxiliary request）と呼ばれる。 
720 現地調査結果より。 
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告は大法院に対して行われる721。 

 知的財産権に関する侵害訴訟の第1審を扱うのは、一般の民事訴訟と同様に地方法院で

あり（法院組織法第28条の4）、上訴は高等法院、上告は大法院に対して行われる722。 

 このように、韓国の特許法院は知的財産権に関する侵害訴訟を管轄していないが、我が

国における知的財産高等裁判所と同様に侵害訴訟も専属管轄すべきとの議論がある723。 

 なお、知的財産権侵害訴訟の第一審については、一般的な地方法院以外に、高等法院が

設置されている地域の地方法院、すなわち知的財産権専門裁判部が設置されている地方法

院724に、訴えを提起できることとなっている（民事訴訟法第 24 条）。 

また、一般的な地方法院に知識財産権に関する訴えが提起された場合、職権又は当事者

の申請により、その訴訟の全部又は一部を前記の知的財産権専門裁判部が設置されている

地方法院に移送できることとなっている（民事訴訟法第 36 条）。 

 

（２）特許庁と裁判所との調整 

（イ）特許審判院と法院との間の通報 

侵害訴訟が提起された場合及びその訴訟手続が終了した場合、法院は、その旨を特許審

判院長に通報しなければならない（特許法第164条第3項、実用新案法第33条、デザイン保

護法第72条の28第3項、商標法第77条）。また、特許審判院長は、上記の侵害訴訟に対応

してその権利についての無効審判が請求された場合及びその審判について審決等があった

場合、その旨を上記に該当する法院に通報しなければならない（特許法第164条第4項、実

用新案法第33条、デザイン保護法第72条の28第4項、商標法第77条）。 

 

（ロ）手続の中止 

審判において必要があるときは、関連する訴訟手続が完結するまでその手続を中止する

ことができる（特許法第164条第1項、実用新案法第33条、デザイン保護法第72条の28第1

項、商標法第77条）。 

 また、法院は、訴訟手続において必要があるときは、権利についての審決が確定するま

でその訴訟手続を中止することができる（特許法第164条第2項、実用新案法第33条、デザ

イン保護法第72条の28第2項、商標法第77条）。 

 なお、侵害訴訟において権利の有効性が問題となった場合、以前は特許審判院の審決が

出るまで手続が中止されることが多かったが、最近では、審決を待たずに「この部分につ

いては権利行使できない」と判断する場合も多くなっている725。 

 

                                            
721 康應善、酒井宏明『韓国特許実務入門』（経済産業調査会、2007）153頁 
722 康應善、酒井宏明『韓国特許実務入門』（経済産業調査会、2007）153頁 
723 現地調査結果より。 
724 李会基「韓国特許法院の運営現況に関して」早稲田大学 21世紀COE紀要二号、75頁 
725 現地調査結果より。 
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3.13 現在及び過去の取組み 

（１）審判品質の向上 

（イ）概要726 

韓国特許審判院では、適正な審判処理期間の維持、審判品質の向上を目指し、審判制度

及びその基盤の拡充に努めてきた。 

2010年には、審判品質に関連した評価及び報償システムを推進した。また、審判品質の

向上及び審判官の専門性向上のために「審決文標準化マニュアル」、「審判必須チェック

ポイント集」、「争点別特許判例事例研究」等を発刊し、審判インフラの拡充に多くの比

重を置いた。 

 

（ロ）推進内容及び成果 

（ａ）審判品質向上のための評価及び報償システムの運用 

（ⅰ）審判品質評価委員会の運営充実化及び優秀審決文の選定727 

審判品質評価委員会は、商標、デザイン、機械金属建設、化学生命工学、電気電子の5

つの分野別に構成される。分野別に、首席審判長が委員長となり、審判官4人が委員とし

て参加して、四半期ごとに1回ずつ開催される。特許法院が審決取消を宣告した事件は直

ちに評価対象とし、取り消しされた審決が審判官に迅速にフィードバックされている。ま

た、上記の分野別評価委員会により評価された事件を再検証するために、審判院長の主宰

による品質評価検証委員会が運営され、品質の評価の公正性と客観性を高めるようにした。

審判品質評価委員会では、2010年に取り消された全230件の審決につき原因を分析して、

品質向上のための方案について議論を行った。 

四半期ごとの審判品質評価に加えて、分野別に優秀審決文を選定・褒賞し、成果評価に

反映させた。 

 

 

（ⅱ）優秀判例評釈の公募728 

特許審判院は、知識財産権関連法院の判例研究を通じて審判品質を向上させることを目

的として、特許庁全職員を対象に判例評釈を公募した。審査官及び審判官が総16件を提出

し、審判院長を委員長とする判例評釈審議委員会は、その中から最優秀1編、優秀1編、奨

励3編を最終選定した。これらは、特許庁発刊の「知識財産21」中、“知識財産論壇”コーナ

ーに掲載されている。 

 

（ⅲ）法院勤務結果発表会の開催729 

韓国特許庁は、法院に人員を技術審理官及び特許調査官として派遣しており、これらの

者は、知的財産権事件について技術的諮問の役割を務め、必要な場合には審理に参加する。

2010年時点で、特許法院に15名、大法院に6名、ソウル中央地方法院に2名、検察庁に3名

                                            
726 2010年度 知識財産白書 110頁 
727 2010年度 知識財産白書 110頁 
728 2010年度 知識財産白書 111頁 
729 2010年度 知識財産白書 111頁 
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が派遣されている。特許審判院では、これら法院勤務者が特許庁に復帰後に、実際の事件

の解決過程を盛り込んだ事例ノウハウを審査官・審判官らに十分に伝達できるように、法

院勤務結果発表会を2010年3月に開催した。法院からの復帰者12名中、書類審査を通じて5

名が発表を行い、優秀者3人が選定され褒賞を受けた。 

 

（ｂ）審判専門性向上のための審判インフラ拡充 

（ⅰ）「審決文標準化マニュアル」及び「審判必須チェックポイント集」の発刊730 

特許審判院は、審判部や審判官によって偏りがある審決文の形式や用語を統一化するこ

とにより、審決文の品位を向上させ、また審判官の審決文作成負担を緩和するために「審

決文標準化マニュアル」を発刊した。 また、本マニュアルにおいては、証拠資料及び対比

判断の部分の記載要領が整理され、また、優秀審決文事例の発掘による審判種類別・審決

類型別の審決文標準様式が整理されており、審決文作成のための必須ガイドブックとして

活用されている。 

併せて、審判に慣れていない初任審判官が審決文作成時に必ずチェックすべき必須事項

を盛り込んだ「審判必須チェックポイント集」を発刊した。 最近5年間に取消された審決

を審判種類別・取消類型別に深く分析し、法院派遣者（技術審理官・調査官）及び審判官

が提出した欠陥事例を分析・整理して集大成した。発刊後、審判官全員を対象に教育を実

施する一方、初任審判官必須教育科目でも用いている。 

 

（ⅱ）「争点別特許判例事例研究」及び「商標・デザイン判決文要旨集」発刊731 

審判の迅速性及び正確性を向上させるために、審判院では多くの判例集を発刊してきた。 

2010年11月に発刊された「争点別特許判例事例研究」は、2006年から2010年8月までの特

許及び実用新案分野の大法院・特許法院判例を対象に各判例ごとに事件概要を整理するこ

とにより、事件の経緯及び事実関係把握を容易とした。さらに、関連判例の要旨及び様々

な参考書籍から抜粋した解説を記載することで各判例の多様な見解を紹介している。 併せ

て、審査・審判への活用のため、2009年の1年間における商標・デザインに関する判例を

要約・整理して、「商標判決文要旨集」 及び「デザイン判決文要旨集」を発刊した。 

 

（ⅲ）争点別デザイン判例データベース検索システムの構築732 

特許・実用新案(2007年11月)及び商標(2008年12月)に続き、核心を突いた適切な判例を

容易に速く検索できる争点別判例検索システムを、デザインにも構築した。デザイン分野

の特性に合うように争点別分類体系を用意し、判断基準判例並びに最近4年（2006年～

2009年）の特許法院及び大法院のデザイン判例を対象に争点判例データベースを構築して、

2010年12月に検索システムを開通した。 

 

（ⅳ）今後の取組みの方向733 

                                            
730 2010年度 知識財産白書 112頁 
731 2010年度 知識財産白書 112頁 
732 2010年度 知識財産白書 112～113頁 
733 2010年度 知識財産白書 114頁 
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特許審判院は、今後も、持続的な審判品質向上のために口頭審理指揮の適正性、審判品

質改善寄与度、審判部自主学習達成率などを評価に反映して、審判品質評価システムを再

設計すると共に、審判長による口頭審理及び合意手続の強化、審決取消事件に対する評価

結果の検証を通した四半期別審判品質評価委員会運営を充実化するなど、審判品質管理活

動をより一層強化するとしている。 

 

（２）口頭審理の拡大及び充実化 

（イ）推進背景及び概要734,735 

口頭審理は、早期の争点整理により審判の迅速処理を図り、結果に対する当事者の受容

度も向上させて不要な訴訟を防止し、審判官の事件理解度を高めて審判品質に寄与すると

いった多くの長所を持っている。 

特許審判院は、2009年より口頭審理の運用を大幅に拡大してきた。 

2010年には口頭審理専門担当人材及び諸般施設を確保して口頭審理開催件数を大幅に

拡大した。併せて、口頭審理運営方式を標準化し、口頭審理の透明性を強化するための方

案を推進した。 

 

（ロ）推進内容及び成果 

（ａ）口頭審理の基盤造成及び口頭審理拡大施行736 

以前は、口頭審理のための審判廷は1室のみであったが、2010年1月に審判廷を4室新設

し、審判事務官や速記士を補充した。その結果、2010年の口頭審理開催件数は総647件で、

2009年の開催件数165件に比べ、292%増加した。 

 

（ｂ）口頭審理の標準化737 

口頭審理の速記録及び調書様式を標準化し、口頭審理手続に不慣れな審判関連職員や審

判官のために、標準手続を案内した口頭審理マニュアルを2010年12月に発刊した。また、

口頭審理中の一部をビデオ撮影して監視するようにし、そのうちの優秀事例を抜粋して動

画738を製作し、2010年9月に配布した。 

 

（ｃ）口頭審理の透明性及びユーザ利便性の向上739 

2010年4月、口頭審理公開傍聴予約システムを韓国特許庁ホームページに構築し、さら

に審判廷で実施される口頭審理を一般者が見学できるようにした。また、既存の審判関連

                                            
734 2010年度 知識財産白書 114頁 
735 韓国特許審判院ホームページ、KIPO NEWS報道資料No. 4221「‘書類を見る審判’から‘当事者

の話を聴く審判’へ」（2011年 12月 28日掲載） 

http://www.kipo.go.kr/kpo/user.tdf?a=user.news.press1.BoardApp&board_id=press&cp=1&pg=1&n

pp=10&catmenu=m02_01_01_02&sdate=&edate=&searchKey=&searchVal=&bunryu=&st=&c=10

03&seq=11061 
736 2010年度 知識財産白書 115頁 
737 2010年度 知識財産白書 115頁 
738 韓国特許審判院ホームページ、資料No.34「口頭審理 動映像マニュアル」 
739 2010年度 知識財産白書 115頁 

http://www.kipo.go.kr/kpo/user.tdf?a=user.news.press1.BoardApp&board_id=press&cp=1&pg=1&npp=10&catmenu=m02_01_01_02&sdate=&edate=&searchKey=&searchVal=&bunryu=&st=&c=1003&seq=11061
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証明書と共に口頭審理調書に対しても、2010年7月からオンラインで閲覧及び複写申請が

可能なようにシステムを改善した。 

 

（ｄ）成果740 

2006年に口頭審理が導入されてから、同年に123件（特許・実用新案24件、デザイン・

商標99件）であった口頭審理が2010年には647件（特許・実用新案379件、デザイン・商

標268件）と、5年間で年平均51%の増加傾向にあり、2011年には11月末までに704件（特

許・実用新案398件、デザイン・商標306件）開催された。  

その結果、口頭審理の開催件数の増加と共に、審判の公正性に対するユーザの満足度は

2008年の65.5%から2010年の71.3%と増加しており、特許審判院の審決に対する特許法院

の取消率も2006年の27.7%（特許・実用新案29.2％、デザイン・商標25.6％）から2011年

11月末現在で21.4%（特許・実用新案19.4％、デザイン・商標23.8％）に低減している。 

 

（ｅ）今後の取り組みの方向741 

2010年は、口頭審理の本格実施元年として、口頭審理全般に対して多くの改善が行われ

た。 

特許審判院は、今後も、当事者・代理人が多いソウル及び広域市で口頭審理場所を拡大

すると共に、口頭審理調書及び速記録をホームページにより無料提供するなど、ユーザ利

便性の向上に努めるとしている。 

また、早期の争点整理を可能にするために2011年4月に導入された口頭審理争点審尋書

を、全ての口頭審理に対して通知するよう義務化するなど、口頭審理の充実化に向けた制

度改善を持続していくとしている。 

さらに、口頭審理の優秀事例動画や口頭審理マニュアルを活用して代理人を対象に教育

を実施するなど、口頭審理の効率化を図るとしている。 

 

（３）その他 

 書面のやりとりに要する時間を短縮するため、以前は書面のみにより通知していた審理

終結予定時期通知を、口頭審理や技術説明会・商標説明会時に口頭で通知できるようにし

て742、口頭で通知した場合には書面による通知を省略することができる（特許庁訓令 審

判事務取扱規定第32条第1項）こととした。 

 また、答弁書提出期間（通常1月）の不要な延長を制限するようにした743。以前は1回目

の延長申請時に1月延長していたのを15日に短縮し、2回目の延長申請時には事由疎明後に

必要な場合にのみ延長するようにしたが、その後、15日に短縮した延長期間を再度、1月

                                            
740 韓国特許審判院ホームページ、KIPO NEWS報道資料No. 4221「‘書類を見る審判’から‘当事者

の話を聴く審判’へ」（2011年 12月 28日掲載） 

http://www.kipo.go.kr/kpo/user.tdf?a=user.news.press1.BoardApp&board_id=press&cp=1&pg=1&n

pp=10&catmenu=m02_01_01_02&sdate=&edate=&searchKey=&searchVal=&bunryu=&st=&c=10

03&seq=11061 
741 2010年度 知識財産白書 116頁 
742 現地調査結果より。 
743 現地調査結果より。 

http://www.kipo.go.kr/kpo/user.tdf?a=user.news.press1.BoardApp&board_id=press&cp=1&pg=1&npp=10&catmenu=m02_01_01_02&sdate=&edate=&searchKey=&searchVal=&bunryu=&st=&c=1003&seq=11061
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に戻した744。 

 

3.14 審判等を扱う組織 

（１）特許審判院の組織 

（イ）概要 

審判に関する事務管掌のため、特許庁長所属の下に特許審判院が置かれている（特許法

第132条の2第1項）。特許審判院には、院長と審判官が置かれている（同第2項）。 

 特許審判院の組織図を図KR-4に示す745。 

 特許審判院は、直接審判業務を担当する11の審判部、審判関連行政事務を担当する審判

政策課及び訴訟遂行業務を担当する訴訟業務チームから構成されている746。 

 審判官の人数は、2006年には79名であったが、2007年には99名となり、それ以降2010

年まで99名の在職となっている747。 

 

（ロ）審判院長748 

特許審判院長は、審判院の運営に関する全ての事務を総括して所属公務員を指揮・監督

し、特に重要と認められる事件については、自らその事件の審判長になることができる。 

 

（ハ）審判部749 

 審判部は、審判手続に伴う各種決定・承認及び審決文作成等の審判関連業務のほか、以

下のような審査・審判業務の品質向上のための業務を行っている。 

・審判処理計画の樹立 

・審決・判決例の調査及び研究分析 

・審査官・審判官の教育資料作成等 

 

（ニ）審判政策課750 

審判政策課は、審判制度及び法令の運営、審判院所属公務員の人事・服務及び教育訓練

等の一般行政業務のほか、以下のような審判支援業務を行っている。 

・審判書類の方式審査及び補正書の処理 

・嘆願相談 

・審判官の指定・変更及び指定・変更通知書の送付等 

 

（ホ）訴訟業務チーム751 

                                            
744 現地調査結果より。 
745 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html 
746 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html 
747 Annual Report 2010 93頁 
748 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html 
749 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro023.html 
750 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro021.html 
751 韓国特許庁ホームページ http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro022.html 

http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro023.html
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro021.html
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro022.html
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訴訟業務チームは、特許法院を専属管轄とする訴訟のうち、特許庁長を被告とする事件

に関する以下のような訴訟業務を行っている。 

・訴訟遂行者の指定・変更 

・準備書面・答弁書の作成、提出等 

 

（２）審判官、審判長になることができる者 

（イ）審判官になることができる者 

審判官になることができる者は、特許庁又はその所属機関における4級以上の一般職国

家公務員又は高位公務員団に属する一般職公務員のうち、次のいずれかに該当する者とし

て、国際知識財産研修院における所定の審判官研修課程を修了した者である（特許法施行

令第8条第2項）。   

①特許庁で2年以上審査官として在職した者 

②特許庁で審査官として在職した期間、5級以上の一般職国家公務員又は高位公務員団に

属する一般職公務員として特許審判院で審判業務に直接従事した期間、及び特許法院で技

術審理官として在職した期間を通算して、2年以上である者 

 

（ロ）審判長になることができる者 

審判長になることができる者は、特許庁又は、その所属機関の3級一般職国家公務員又

は、高位公務員団に属する一般職公務員として次のいずれかに該当する者である（特許法

施行令第8条第3項）。 

①特許審判院で2年以上審判官として在職した者 

②特許法施行令第8条第2項による審判官の資格を備えた者として、3年以上特許庁又はそ

の所属機関において審査又は審判事務に従事した者 

なお、特許審判院長となる者は、審判官の資格を有することが必要である（特許法施行

令第8条第4項）。 

 

（ハ）法院への人員派遣752 

韓国特許庁は、法院に人員を技術審理官753及び特許調査官として派遣しており、これら

の者は、知的財産権事件について技術的諮問の役割を務め、必要な場合には審理に参加す

る。2010年時点で、特許法院に15名、大法院に6名、ソウル中央地方法院に2名、検察庁に

3名が派遣されている。 

 

 

 

 

 

 

                                            
752 2010年度 知識財産白書 111頁 
753 法院組織法第 54条の 2 
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3.15 研修等 

（１）専門性向上のための教育強化754 

韓国特許庁では、審査官や審判官の法律専門性向上のために、特許法・商標法・デザイ

ン保護法などの知的財産関連法律や制度に対する認識向上を通じて審査・審判官の専門性

を高めるようにしている。特に、特許法及び商標法は2段階（基礎・深化）で区分して、

基礎課程では理論と制度に対する理解を図り、深化課程では事例と争点を中心とした討論

式授業を行っている。さらに、職員の法律素養増進及び問題解決能力強化のため、法律の

基本課程である民法課程を2回に分けて実施しており、また、特許や商標など知的財産権

関連訴訟手続に必要な民事訴訟法課程も2回（上半期・下半期）運営している。このよう

な法律に対する専門教育により、審判官等の実務能力を向上させ、高品質の審判サービス

に寄与するとしている。 

 

（２）特許庁常時学習センター（KIPOアカデミー）の構築・運用755 

2008年に韓国特許庁は、審査・審判等に携わる特許庁職員のための常時学習体制を導

入し、職員がいつでもどこでもオンラインを通じて好きな教育を受けられるようにした。 

2009年2月には、庁職員専用常時学習支援センター（KIPOアカデミー）を新しく開設し

た。このサイトには、職務研修に認定される常時学習、希望のコンテンツを自由に学習す

ることができる「開かれた学習」、学習情報交流室、e－休憩室等のメニュー項目を置いて

                                            
754 2010年度 知識財産白書 129頁 
755 2010年度 知識財産白書 131頁 

図KR-4 韓国特許審判院の組織図 
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おり、審査・審判官らの専門性を考慮して自由に意見を開陳する討論式中心の学習となる

ようにした。教育コンテンツは、庁内の執筆委員の協力により次々と開発されている。 

この他にも、集合教育過程にやむをえず参加できない職員らのために‘スマートフォン’、

‘グリーンエネルギー概論’等の新技術に関する専門集合教育課程における主要講座を動

画化し、常時的に教育サービスを提供している。 

また、教育訓練政策を担当する庁内部署と協力して、汎省庁共通教育（‘事例で学ぶ公

職者行動綱領’、‘グリーン成長戦略の理解’等）をKIPOアカデミーのe－ラーニングコ

ンテンツにて提供し、各種の政府施策内容についていつでも学習できるシステムを整えた。 

 

（３）審判官の養成及び教育課程の充実 

（イ）審判官課程OJT教育新設756 

審査官が審判業務を体験して審判官の判断基準を習得し、予備審判官としての力量を確

保するために、国際知識財産研修院の審判官課程に、2週間の特許審判院OJT過程を新設

した。指導審判官と１対１で教育対象審判事件を選定し、合議要旨書作成の補助及び合議

後の審決文作成補助を中心に教育が行われ、指導審判官の指導下で、口頭審理又は又は説

明会にも参加させるようにした。本教育は年1回課程で運営され、全41名が履修した（2010

年度）。 

 

（ロ）審判部の自主学習組織運営及び審判院教育課程の充実化757 

審決文の読会、自主学習、セミナーなど学習方法に制限なく、各審判部が自律的に審判

部自主学習組織を構築し、毎月4回以上運営している。学習実行後には‘審判部自主学習

資料’に掲載して審判業務遂行の参考となるようにし、また、学習組織運営実績を成果評

価及び優秀審判部選定等の基礎資料として活用するようにした。本学習は、2010年の1年

間に575回実施された。 

一方、審判官の専門性強化のために、多様な教育を実施している。特許法院判事及び法

科大学教授を講師として招聘し、最近の特許法院の判例動向や民事訴訟実務に関する教育

を実施することにより、審判官の実務能力向上を図っている。特許審判院が敗訴した事件

の敗訴因の分析結果や、最近の審決・判決動向の分析結果などに関する教育を、四半期ご

とに実施している。. 

 

 

 

 

                                            
756 2010年度 知識財産白書 113頁 
757 2010年度 知識財産白書 113頁 


